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本研究では，道央 PT 調査データを用いて，世帯の自家用車保有・利用状況に基づき自家用車利用可能

性を分類した．その上で，自動車を運転できるが自由に利用できない層をカーシェアでの解決可能性を有

する層と位置づけ，定量的検証を行うことを目的とした． 
結果として 1)免許を保有しない世帯(Lv.1)が全世帯の 22%，免許を保有するが自家用車を保有しない世

帯(Lv.2)が 9%，自家用車を保有するが 1 日の中で出払いが発生する世帯(Lv.3)が 12%存在すること，2)地
域別にみると，自家用車利用に制約を感じる世帯は札幌市内から周辺市の中心駅周辺に存在すること，3) 
Lv.2 に該当する世帯は札幌市都心部に近い地域に限定され，Lv.3 の割合が高いのは札幌市周辺部や周辺市

の鉄道沿線地域であることを示した． 
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1. はじめに 

 

バス路線の廃止や減便など，公共交通のサービスレベ

ル低下が進行している．このことにより，公共交通の利

用が困難な地域である「交通空白・不便地区」が拡大し

てきている．いわゆる「交通弱者」(1)は移動において公

共交通に依存せざるを得ないが，その公共交通を利用す

ることが困難な地域に居住する場合は，自家用車も公共

交通も利用が困難となり，移動手段が限定されることで，

日常的な移動に重大な支障をきたす恐れがある． 

この「交通空白・不便地区」に居住する「交通弱者」

の移動手段を確保する方策として，全国の自治体ではこ

れまで鉄道と路線バスのネットワークを補完する交通サ

ービスであるコミュニティバス等のサービス導入を行っ

ており，「交通弱者」解消に一定の役割を果たしてきた． 

これまで「交通弱者」の分類に関する既往研究として，

三星・新田 1)は非高齢者かつ非障がい者でも交通困難を

有する人が存在することを示した．小林・平田 2)は公共

交通利用環境と自動車利用の制約条件(年齢・免許保

有・自動車保有)を用いて移動困難者，移動不便者の抽

出と将来推計を行った．また，「交通弱者」の移動特性

に関する既往研究として，衛藤 3)は都市近郊農村の高齢

者に着目，公共交通が存在していても自家用車が利用で

きなければ移動制約が存在する実態を示した．青島ら 4)

は自動車免許有無により外出率の差が顕著であることを

明らかにした．有吉 5)は自家用車を利用した世帯内送迎

行動に着目，公共交通サービス密度が低いと送迎が選択

されること，送迎で医療・福祉施設に送迎されている人

の大半は免許を持たない女性の高齢者であること等を示

している． 

さらに，「交通弱者」の移動手段を確保する方策に関

する既往研究として，市川 6)は全国の事例，寺田ら 7)は

一都三県の事例を対象にコミュニティバスや乗合タクシ

ー等の導入の実態を整理している．また，平林ら 8)は小

型車両高頻度運行実験の評価を通じ，徒歩による移動が

困難な短距離移動場面において利用される可能性を示し

た． 

これまでの「交通空白・不便地区」に居住する「交通

弱者」の移動手段確保方策において，「交通弱者」は、

先行的なコミュニティバス事例の主たる利用者が高齢者
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であったこと 9)やデータ制約等もあり，詳細に分類する

ことなく高齢者全般として定義され，詳細に分類された

事例は少なくなっている可能性がある． 

しかし，自動車を利用できない理由は，1)運転免許が

ない，2)世帯で自動車を保有しない，3)世帯が自動車を

保有するが家族が利用すると自分が利用できない，等の

複数の基準が考えられるものの，家族利用も含めてこれ

らを詳細に分類し，それぞれの該当状況について明らか

にした研究は筆者の知る限り存在しない． 

また，近年の IT の技術革新に伴い，交通手段に新た

な選択肢が登場している．その一例として，これまでの

公共交通と世帯で保有する交通手段(自家用車，二輪車

等)の中間的な交通手段として，複数の利用者が共有す

るシェア型の交通手段(カーシェア，シェアサイクル等)

の普及が進んでいる 10,11)．これらの新たな交通手段のう

ち，特に自動車を用いるカーシェアについては，運転免

許を保有するものの利用できる自家用車を所有していな

い「交通弱者」の移動手段確保に向けて一定の役割を果

たすことが期待できるが，先行研究において，このカー

シェアが交通弱者の減少に寄与するかについては，筆者

の知る限り，まだ詳細な分析が行われていない． 

本研究では，道央都市圏パーソントリップ調査 (以下，

道央PT調査) データを用いて，世帯の自家用車保有・利

用状況に基づき世帯別の自家用車利用可能性を段階的に

分類，それぞれに該当する層がどの程度存在するのかを

定量的に明らかにする．そのうえで，自動車を運転でき

るが自由に利用できない層をカーシェアでの解決可能性

を有する層と位置づけ，定量的検証を行うことを目的と

する． 

 

 

2. 推計方法 

 

(1) 世帯別の運転免許保有と自家用車保有・利用特性 

各世帯での自家用車の利用可能性に影響を与える要素

として，1)世帯構成者の免許の保有状況に加えて，2)世

帯での自家用車保有状況，3)同居家族の自家用車利用状

況が考えられる．先行研究では，免許非保有者に該当す

る層の多くが高齢者であったことから，高齢者を自家用

車の利用が困難な層として扱うことが多かったものと考

えるが，実際には自家用車の利用可能性にはさまざまな

レベルが考えられる(図-1)．この考え方に基づき，世帯

を自家用車利用可能性レベル別に分類する． 

1 日の中での利用状況を整理し，自家用車が出払って

しまい残存者が自家用車を利用したくてもできない状況

の発生有無を検証する．図-2に検証方法の概念を示す．

世帯が自家用車を 2台保有するとした際に，家族構成員 

 

図-1 世帯別の自家用車利用可能性レベル分類 

 

 
図-2 世帯別の自家用車利用可能性レベル分類 

 

表-1 自家用車を利用できない理由と移動手段確保方策 

 

 

の自家用車を運転して外出するトリップの出発時間と到

着時間から自家用車の利用状況を把握，世帯が保有する

自家用車が全て利用されている状況を「自家用車出払い」

として定義し，この発生状況を世帯ごとに把握する． 

 

(2)  カーシェア利用可能性を有する世帯の分布状況 

 免許は保有するが利用する自家用車が存在しないLv.2

とLv.3に該当する世帯については，カーシェアのサービ

ス提供を行うことで移動手段の選択肢が増加する可能性

がある(表-1)．これに該当する世帯数を算出する． 

都市圏内世帯

免許
保有者 Lv.1 全員免許なし

⾃動⾞
保有

Lv.2 保有
⾃家⽤⾞なし

保有台数
≧免許保
有者数

Lv.4 常に利⽤可能な⾃家⽤⾞あり

常に在⾞
あり

Lv.3 時間帯により
利⽤可能⾃家⽤⾞なし

Yes

Yes

Yes Yes

NoNo

No

No

外出

外出

⾃家⽤⾞出払い

世帯保有⾃家⽤⾞：2台の場合

免許がない

⾃家⽤⾞を保有しない

⾃家⽤⾞を利⽤できない理由

⾃由に使える⾃家⽤⾞がない

移動⼿段確保⽅策
公共
交通 カーシェア

〇

×

〇
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図-3 道央都市圏の対象地域 

出典：人の動きからみる道央都市圏のいま 

 

３. 道央都市圏の移動と世帯構成特性 

 

(1) 道央都市圏の概況 

道央都市圏は北海道札幌市を含む 7 市 3 町(2)から構成

される(図-3)．道央都市圏の人口は2006年時点で246.1万

人であり，過去から増加傾向にある． 

 

(2) 移動と交通手段分担特性 

道央都市圏では過去から 4回のパーソントリップ調査

が行われている．最新の第4回は2006年に実施されてお

り，約 10 万人の交通実態データを取得し分析を行って

いる．第 4回の道央PT調査では本体調査(秋期平日調査) 

に加え，休日調査・冬期調査も行っている． 

本体調査に基づく都市圏全体の平日総トリップ数は

588.1 万トリップであり，代表交通手段分担率を見ると

全体の 55.6%が自動車，鉄道が 13.7%，バスが 3.4%，二

輪車が8.5%，徒歩が18.8%を占める．前回の1994年から

の推移をみると，自動車の分担率が 5.4%増加している．

対象都市圏内の小ゾーン別発生集中量の分布を図-4に，

自動車分担率を図-5に示す．図-4より，道央都市圏では．

札幌駅から大通にかけての札幌市都心部が多くのトリッ

プの出発地もしくは到着地となっていること，札幌市の

副次的な拠点や周辺市の中心部においても多くのトリッ

プの発生集中がみられることがわかる．また，図-5から

は，札幌市のなかでも JR 線や地下鉄の沿線部において

は自動車の分担率が 50%を下回るものの，鉄道駅から離

れた地域では50％を超え，周辺市においては65%を超え

自動車分担率が非常に高くなっていることから，道央都

市圏では，自動車への依存度について札幌市都心部のよ 

 

 

 

 
図-4 道央都市圏の小ゾーン別発生集中量 

資料：道央PT調査 

 

図-5 道央都市圏の小ゾーン別自動車分担率 

資料：道央PT調査 

 

うな比較的低い地域から都市圏周辺部のきわめて依存度

が高い地域まで多様な特性を有する地域が存在する． 

 

(3) 世帯構成の特徴 

前述したように，道央 PT調査は約 10万人を対象に本

体調査を行っている．同調査では調査回答者の回答に拡

大係数を付与し，都市圏全体の人数やトリップ数を算出 

している．この際，調査において対象世帯を選定し，世

帯に含まれる各個人が調査に回答するため，各個人が所

属する世帯の構成については定義が可能である．一方で，

拡大係数は性別・年齢階層別に異なる値を持つため，拡

大後については世帯数は特定できない．このため，以後

の分析においては，世帯数に関する集計は拡大前の数値

を，人数やトリップ数に関する集計は拡大後の数値を用

いて算出を行う． 
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1) 世帯構成の定義 

まず世帯の構成状況について示す．道央 PT 調査では

世帯主との続柄を把握しているため，このデータを用い，

家族類型を定義する．家族類型は令和 2年度国勢調査に

おける分類を参考にした上で，世代の関係を考慮して

「単身世帯」「夫婦兄弟世帯」「親子世帯」「三世代世

帯」「その他世帯」の 5種類に集約した．国勢調査の家

族類型と本研究での世帯構成定義を表-2に示す． 

2) 都市圏全体の世帯構成の特徴 

都市圏全体での世帯構成状況を見ると世帯数全体の

40%が単身世帯，同世代で居住する夫婦兄弟世帯が 27%，

二世代で居住する親子世帯が 31%，三世代世帯が 2%を

占める． 

また，世帯を構成する個人に着目し，年齢別の世帯構

成状況を図-6に見ると，20歳前後において親子家族から

独立し単身世帯が増加すること，その数年後からは夫婦

での居住が増加すること，夫婦世帯の出産に伴い夫婦兄

弟世帯が減少し親子世帯が増加すること，その後子供の

独立に伴い 50 歳以降において夫婦兄弟世帯が再び増加

すること等，ライフイベントが節目となり世帯構成が変

化している．また，三世代が同居する世帯は現代では少

なくなっていることがわかる． 

3) ゾーン別の世帯構成の特徴 

次に，都市圏内の各ゾーンでの世帯構成の違いについ 

 

表-2 国勢調査の家族類型と本研究での世帯構成定義 

 

 

図-6 年齢別の世帯構成状況 

資料：道央PT調査 

 

図-7 中ゾーン別の単身世帯構成比 

資料：道央PT調査 

 

 

図-8 中ゾーン別の夫婦兄弟世帯構成比 

資料：道央PT調査 

 

 
図-9 中ゾーン別の親子世帯構成比 

資料：道央PT調査 

 

国勢調査の家族類型 本研究の世帯構成分類
単独世帯 単⾝世帯

夫婦のみ世帯 夫婦兄弟世帯
夫婦と⼦供世帯 親⼦世帯

ひとり親と⼦供世帯 親⼦世帯
夫婦と両親世帯 親⼦世帯

夫婦とひとり親世帯 親⼦世帯
夫婦、⼦供と両親世帯 三世代世帯

夫婦、⼦供とひとり親世帯 三世代世帯
兄弟姉妹のみ世帯 夫婦兄弟世帯

上記の定義に該当しない世帯 その他世帯

0

5,000

10,000

15,000
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て，単身世帯・夫婦兄弟世帯・親子世帯の中ゾーン別構

成比を図-7～9に示す．図より，札幌市の都心に近い JR

線や地下鉄線の沿線エリアにおいて単身世帯の占める割

合が高い．単身世帯割合と自動車分担率の相関関係を見

ると，単身世帯割合が高いほど自動車分担率が低くなる

傾向にはあるが，世帯構成は地価等の他要素の影響も当

然受けているため，単回帰の決定係数R2は 0.28程度で

あり，両者の相関関係は高いとは言えない．また，上記

以外のゾーンでは夫婦兄弟世帯と親子世帯の構成比が高

くなるが，両者を比較すると札幌市の周辺部では夫婦兄

弟世帯の，周辺市では親子世帯の占める割合が相対的に

高い．夫婦兄弟世帯は図-6に示した通り，その中心は

50代以上の子供世代が独立した夫婦である．このこと

から，道央都市圏内で，特に札幌市の周辺部において同

じ世代である夫婦や兄弟のみが居住する世帯が多く存在

していることが理解できる．なお，道央PT調査は 2006

年実施であり，15年経過していることから，当時 50代

以上だった層が現在は高齢者となっていることが予想さ

れる． 

 

 

４. 世帯別の運転免許保有と自家用車保有・利用

特性 

 

 

表-3 世帯別の 18歳以上人数と免許保有者数 

  

資料：道央PT調査 

 

表-4 世帯別の免許保有者数と自家用車保有台数 

 

 

資料：道央PT調査 

(1) 世帯の免許と自家用車の保有状況 

道央都市圏の各世帯において免許保有者を含む割合は

78%に達し，多くの世帯において免許を保有している状

況にある．世帯内の 18 歳以上の人数と免許保有人数の

関係(表-3)を見ると，18 歳以上の家族全員が免許を保有

する世帯が全世帯の 52.4%，一部が非保有の世帯が

25.9%であり，世帯内の家族全員が免許を保有しない世

帯【Lv.1】は全体の 21.7%にとどまる． 

さらに，世帯内の免許保有人数(表-4)を見ると，免許

保有者数以上の自家用車を保有する世帯【Lv.4-1】が全 

世帯の 48.9%，免許保有者数未満の自家用車を保有する

世帯が 20.6%，一台も所有しない世帯【Lv.2】が 8.8%で

ある．このことから，道央都市圏では免許保有者を含む

世帯のほとんどは 1台以上の自家用車保有をしているこ

とがわかる． 

 

(2) 世帯が保有する自家用車の利用状況 

免許保有者数未満の台数の自家用車を保有する世帯

(10,254世帯)を対象に， 1日の間で自家用車出払いが発生

する世帯を推定したところ，自家用車出払いが発生する

世帯【Lv.3】が全世帯の 12.2%，保有する自家用車数は

免許保有者数未満だが終日利用可能な世帯【Lv.4-2】が 

 

表-5 自家用車利用可能性レベル別の世帯分類 

  
資料：道央PT調査 

 

 

図-10 世帯類型別の自家用車利用可能性レベル分類 

資料：道央PT調査 

免許保有者
0 1 2 3 4 5 6 総計

世帯内 0 28 28
18歳以上 1 8,294 12,672 20,966

2 2,275 7,227 10,939 20,441
3 206 1,090 2,782 1,908 5,986
4 16 159 494 797 540 2,006
5 2 15 50 109 109 69 354
6 1 4 10 16 18 5 54
7 1 2 1 4
8 1 1

総計 10,821 21,164 14,269 2,825 668 88 5 49,840
18歳以上の全員が免許を保有する世帯 52.4%
18歳以上の免許⾮保有者を⼀部含む世帯 25.9%
全員が免許を保有しない世帯 21.7%

⾃家⽤⾞保有台数
0 1 2 3 4 5 6以上 総計

免許保有者 0 10,534 238 42 7 0 10,821
1 4,056 15,556 1,306 196 33 8 9 21,164
2 297 7,588 5,949 354 57 17 7 14,269
3 23 759 1,306 656 61 14 6 2,825
4 5 96 249 190 101 13 14 668
5 7 16 20 22 15 8 88
6 1 4 5

総計 14,915 24,245 8,868 1,423 274 67 42 49,840
免許保有者数以上の⾃家⽤⾞を保有する世帯 48.9%
免許保有者数未満の⾃家⽤⾞を保有する世帯 20.6%
⼀台も保有しない世帯 8.8%
免許保有者がいない世帯 21.7%

世帯分類 世帯数 割合
Lv.1_全員免許なし 10,821 21.7%
Lv.2_世帯保有⾃家⽤⾞なし 4,381 8.8%
Lv.3_時間帯によって
  利⽤可能⾃家⽤⾞なし

6,080 12.2%

Lv.4_常に利⽤可能な⾃家⽤⾞あり 28,558 57.3%
 うちLv.4-1_免許保有者数以上の
      ⾃家⽤⾞を保有する世帯 24,384 48.9%

   Lv.4-2_保有する⾃家⽤⾞数は免許
      保有者数未満だが終⽇利⽤可能
      な世帯

4,174 8.4%

合計 49,840 100.0%

41%

14%

5%

1%

8%

22%

15%

5%

4%

1%

5%

9%

16%

24%

26%

17%

12%

44%

54%

50%

54%

57%

49%

10%

17%

19%

13%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単⾝

夫婦兄弟

親⼦

三世代

他

合計

Lv.1 Lv.2 Lv.3 Lv.4‐1 Lv.4‐2

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



 

  

8.4%を占めると推定された， 

 

(3) 自家用車利用可能性レベル別の世帯分類 

以上をまとめると，(1)で定義した自家用車利用可能

性のレベル分類は，表-5のようになる．また世帯構成別

の自家用車利用可能性レベル分類状況を図-10に示す．  

図より，単身世帯においてLv.1に該当する割合が高く，

免許を保有しない層が多く存在すること，二人以上の世

帯ではLv.4に該当する層が7割前後を占め多くは自家用

車の制約に支障がないこと，親子世帯や三世代世帯では

人数が多いこともあり他の家族の自家用車利用により制

約を受けるLv.3に該当する層が多く存在することが明ら

かとなった．  

Lv.1～3 に該当する世帯の割合を中ゾーン別に図示し

たものを図-11 に示す．図からは，札幌市内の都心部か

ら副都心にかけての JR 線，地下鉄線の沿線を中心に，

隣接する，鉄道路線が存在しない地域まで広がりを見せ

ている．また，小樽市をはじめとした周辺市の中心駅周

辺においても割合が高い地域が存在するが，隣接市のそ

の他多くの地域は支障をきたす可能性のある世帯の割合

が 25%未満である． 

この分布状況からは，道央都市圏の札幌市以外の周辺

市では，中心的な駅周辺を除く多くの地域において免許

保有者が多く，かつ免許保有者数と同水準の自家用車を

保有する“1 人 1 台”の状況に近いことが推察される．

札幌市内においては，鉄道沿線を中心に支障をきたす可

能性のある世帯の割合が高いが，サービスレベルが高い

公共交通を利用できることで，免許や自家用車の保有を

行わなくても移動できているものと考えられる．ただし，

札幌市の南部～西部にかけて鉄道駅から離れた地域も存 

 

 

 
図-11 自家用車利用に支障をきたす可能性のある世帯割合 

(Lv.1～3計) 

資料：道央PT調査 

在し，バスのサービスレベルによっては自家用車の利用

ニーズが高い地域も存在する可能性がある． 

 

 

５. カーシェア利用可能性を有する世帯の分布状

況 

これまで交通弱者の移動手段確保に向けた取り組みで

は，大多数の人が利用可能である，公共交通のサービス

導入が行われる事例が多く見られた．しかし，前章で示

した通り，自家用車の利用に制約を感じる Lv.1～3 の該

当者のうち，免許は保有するが利用する自家用車が存在

しない Lv.2 と Lv.3 に該当する世帯については，カーシ

ェアのサービス提供を行うことで移動手段の選択肢が増

加する可能性がある． 

自家用車を保有しないLv.2に該当する世帯の地域別割

合を図-12 に示すと，自家用車を保有しない世帯が 15%

を超える地域は 1)札幌市の都心部および 2)その隣接部に

限られ，10%を超える地域についても札幌市のJR線，地

下鉄線沿線で，かつ都心部に近い地域に限定される．こ

れらの地域では公共交通の利便性が高いために，自家用

車を利用しないライフスタイルが志向されていると考え

られる．一方で，都心部への近接性からこの地域への居

住を選択しており，潜在的には自動車の利用を希望する

層の存在も予想されるため，これらの層に対してはカー

シェアの利用可能性があるものと考えられる． 

自家用車は保有するが自家用車出払いが生じている

Lv.3 に該当する世帯の割合を図-13 に示す．まず，図-12

と図-13 の 2 つの図を比較すると，道央都市圏における

Lv.2とLv.3の境界線の大半は札幌市内でも比較的都心に

近い中央区，北区，東区，白石区，豊平区に存在するこ 

 

 

 
図-12 自家用車を保有しないためにカーシェアの利用可能性

がある世帯割合(Lv.2) 

資料：道央PT調査 
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図-13 自家用車が出払うためにカーシェアの利用可能性があ

る世帯割合(Lv.3) 

資料：道央PT調査 

 

とが示された．このことから，道央都市圏における自家

用車保有有無の境界が札幌市都心部からそれほど遠くな

い位置にあり，札幌市の周辺部や周辺市は自家用車の保

有割合が想定的に高くなっていることが理解できる，ま

た，Lv.3の割合が高くなっているのは 1)札幌市の周辺部

や 2)周辺市の鉄道沿線地域である．これらの地域では，

ライフスタイルとしては自家用車に依存している傾向が

強いものの，自家用車の出払いが生じている世帯の割合

が高いことから，Lv.2 が多い地域と比較してカーシェア

の利用ニーズがさらに高い可能性がある． 

 

 

６. おわりに 

 

本研究では，道央 PT 調査を用いて，世帯の自家用車

保有・利用状況に基づく世帯別の自家用車の利用可能性

水準を示した．そのうえで，カーシェアの利用可能性が

ある世帯の全世帯に占める割合や，空間的な分布につい

て明らかにした．得られた知見を以下に示す． 

1)自家用車の利用可能性として，全員が免許を保有しな

い世帯(Lv.1)が全世帯の 22%を占めること，免許を保

有するが自家用車を保有しない世帯(Lv.2)が 9%，自家

用車を保有するが 1 日の中で出払いが発生する世帯

(Lv.3)が 12%，終日自家用車が利用可能な世帯(Lv.4)が

57%ある 

2)地域別にみると，自家用車の利用に制約を感じる Lv.1

～3 の世帯は札幌市内の都心部から副都心にかけての

JR 線，地下鉄線の沿線を中心に，隣接する，鉄道路

線が存在しない地域まで広がり，周辺市の中心駅周辺

においても割合が高い地域が存在する． 

3) Lv.2に該当する世帯が 15%を超える地域は札幌市の都 

 

図-14 今後の課題と解決に向けたフロー 

 

心部およびその隣接部に限られ，10%を超える地域に

ついても札幌市の JR 線，地下鉄線沿線で，かつ都心

部に近い地域に限定されること，Lv.3 の割合が高くな

っているのは札幌市の周辺部や周辺市の鉄道沿線地域

であるが，ライフスタイルとして自家用車に依存して

いる傾向が強いことから，Lv.2 が多い地域と比較して

カーシェアの利用ニーズがさらに高い可能性がある． 

今後の課題として，以下の 3 点を挙げる．まず，1)本

研究では世帯の免許保有状況と自家用車の保有・利用状

況に着目して自家用車利用可能性の利用可能性を検証し

ているが，「交通弱者」の移動手段確保に向けては，当

然ながら地域の公共交通サービスレベルとの重ね合わせ

に基づく，公共交通とカーシェアの役割分担検討が必要

である．また，2)本研究では，Lv.3 に該当する世帯の自

家用車出払いの時間帯ごとの変化や自家用車出払い時に

家庭内に残存する人の移動実態についてはデータを有す

るものの詳細を分析できていない．実際には，自家用車

出払い時に徒歩や自転車では移動が困難な場所に外出し

たい場合にカーシェアの利用ニーズが発生すると想定さ

れるため，Lv.4 世帯との比較等を通じて検証する必要が

ある．最後に，3)本研究では運転トリップのみに着目し

て分析を行ったが，実際には世帯内・世帯間での送迎行

動も発生していると思われる．自家用車利用可能性と送

迎行動の活性度の関係，潜在的な送迎行動のニーズ等に

ついて分析を行い，運転と送迎の両面からのカーシェア

利用ニーズについて定量的検証を行う(図-14)． 

 

 

補注 

(1)「交通弱者」について，公式の定義は存在しないが，例えば，

交通基本法の制定に向けた国土交通省の文書 12)では，子ども
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や高齢者、障害者などが「交通弱者」とされている．一般的

には，自家用車への依存度が高い状況において，自家用車を

利用することができず，公共交通に依存せざるを得ない人々

のことを指すと考えられる． 

(2) 7市3町とは札幌市，小樽市，(旧)石狩市，当別町，江別市，

南幌町，長沼町，北広島市，恵庭市，千歳市を指す． 
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